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公布された規則のあらまし

◇鳥取県薬事法施行細則及び鳥取県事務処理権限規則の一部改正について

１ 規則の改正理由

薬事法及び薬事法施行規則の改正に伴い、所要の改正を行う。

２ 規則の概要

(１) 鳥取県薬事法施行細則の一部改正

ア 次の許可に係る申請書等の様式を定める。

(ア) 店舗販売業の店舗を管理する者の店舗外での実務従事許可

(イ) 卸売販売業の営業所を管理する者の営業所外での実務従事許可

イ 配置販売業に係る配置従事者身分証明書の書換交付の申請の規定を改める。

ウ その他所要の規定の整備を行う。

(２) 鳥取県事務処理権限規則の一部改正

薬事法等の一部改正に伴い、所要の規定の整備を行う。

(３) 施行期日は、平成21年６月１日とする。

◇鳥取県海面漁業調整規則の一部改正について

１ 規則の改正理由

中海海域及び境水道における漁業の許可等の取扱いに関し、鳥取県と島根県とが相互に漁業者に対して漁業

の許可等を行うとともに、操業条件を統一することとする。

２ 規則の概要

(１) 中海海域及び境水道を操業区域に含む漁業の許可を受け、又は受けようとする者であって、島根県知事

の許可を受け、又は受けようとするものが行う届出及び申請に係る様式は、知事が別に定めるところにより

行うことができることとする。

(２) 中海海域及び境水道を操業区域とする漁業に係る操業条件を見直す。

ア なまこ及びしらうおの採捕について、禁止期間を設ける。

(ア) なまこ ５月１日から８月31日まで

(イ) しらうお ６月１日から11月14日まで

イ すくい網及びあみえびの採捕を目的とするひき網について、網目の制限（1.8センチメートル以内は使

用禁止）を行わないこととする。

ウ すくい網漁業について、集魚を目的とする照明設備の制限（電球15キロワット）を行わないこととす

る。

(３) 中海海域及び境水道における小型機船底びき網漁業の許可番号の表示は、鳥取県知事及び島根県知事の

許可を受けた者で島根県内に住所を有するものについては、島根県知事の許可番号の表示をして操業するこ

とができることとする。

(４) 操業期間終了時における漁獲成績報告書の提出を義務付ける。

(５) (１)に伴い、島根県知事の漁業の許可を受けた者に係る漁業の許可及び漁具の禁止期間に関する適用除

外の措置を廃止する。

(６) 施行期日等

ア 施行期日は、平成21年６月19日とする。

イ 所要の経過措置を講ずる。

平成21年５月29日 金曜日 鳥 取 県 公 報 号外第65号
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平成21年５月29日 金曜日 鳥 取 県 公 報 号外第65号

規 則

鳥取県薬事法施行細則及び鳥取県事務処理権限規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成21年５月29日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第57号

鳥取県薬事法施行細則及び鳥取県事務処理権限規則の一部を改正する規則

（鳥取県薬事法施行細則の一部改正）

第１条 鳥取県薬事法施行細則（昭和37年鳥取県規則第18号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中条及び項の表示に下線が引かれた条及び項（以下この条において「移動条項」とい

う。）に対応する同表の改正後の欄中条及び項の表示に下線が引かれた条及び項（以下この条において「移動

後条項」という。）が存在する場合には、当該移動条項を当該移動後条項とし、移動条項に対応する移動後条

項が存在しない場合には、当該移動条項（以下この条において「削除条項」という。）を削り、移動後条項に

対応する移動条項が存在しない場合には、当該移動後条項（以下この条において「追加条項」という。）を加

える。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（条及び項の表示並びに削除条項を除く。以下この条において

「改正部分」という。）に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（条及び項の表示並びに追加条項

を除く。以下この条において「改正後部分」という。）が存在する場合には、当該改正部分を当該改正後部分

に改め、改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には、当該改正部分を削り、改正後部分に対応する

改正部分が存在しない場合には、当該改正後部分を加える。

改 正 後 改 正 前

（準用）

第４条 法第27条の規定による一般販売業の業務の

管理については、前条の規定を準用する。

（店舗管理者の店舗外の実務従事許可）

第４条 法第28条第３項ただし書の規定により、店

舗販売業の店舗を管理する者が、その店舗以外の

場所で業として店舗の管理その他薬事に関する実

務に従事しようとするときは、別記様式第１号に

よる申請書を知事に提出しなければならない。

２ 知事は、法第28条第３項ただし書の許可をした

ときは、別記様式第２号による許可証を交付する

ものとする。

３ 法第28条第３項ただし書の許可を受けた者は、

その実務に従事することをやめたときは、速やか

に別記様式第３号による廃止届を知事に提出しな

ければならない。
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（営業所管理者の営業所外の実務従事許可）

第５条 法第35条第３項ただし書の規定により、卸

売販売業の営業所を管理する者が、その営業所以

外の場所で業として営業所の管理その他薬事に関

する実務に従事しようとするときは、別記様式第

１号による申請書を知事に提出しなければならな

い。

２ 知事は、法第35条第３項ただし書の許可をした

ときは、別記様式第２号による許可証を交付する

ものとする。

３ 法第35条第３項ただし書の許可を受けた者は、

その実務に従事することをやめたときは、速やか

に別記様式第３号による廃止届を知事に提出しな

ければならない。

（配置販売業取扱品目変更指定書等の交付） （配置販売業取扱品目変更指定書等の交付）

第６条 知事又は総合事務所長は、薬事法施行規則 第５条 知事又は総合事務所長は、省令第159条の規

等の一部を改正する省令（平成21年省令第10号） 定による配置販売業者又は特例販売業者の指定品

による改正前の省令第159条の規定による配置販売 目の変更又は追加の申請に基づき指定したとき

業者又は特例販売業者の指定品目の変更又は追加 は、別記様式第４号による指定書を交付するもの

の申請に基づき指定したときは、別記様式第４号 とする。

による指定書を交付するものとする。

（身分証明書の書換交付の申請） （身分証明書の書換え交付の申請）

第７条 配置販売業者（薬事法の一部を改正する法 第６条 配置販売業者又はその配置員は、法第33条

律（平成18年法律第69号。以下「改正法」とい 第１項の規定により交付を受けた配置従事者身分

う。）附則第10条に規定する既存配置販売業者 証明書（以下「身分証明書」という。）の記載事

（改正法附則第13条第１項に規定する許可を受け 項に変更を生じたときは、身分証明書の書換え交

た者を含む。）を含む。以下同じ。）又はその配 付を申請しなければならない。

置員は、法第33条第１項の規定により交付を受け

た配置従事者身分証明書（以下「身分証明書」と

いう。）の記載事項に変更を生じたときは、身分

証明書の書換交付を申請しなければならない。

２ 前項の規定による申請は、別記様式第５号によ ２ 前項の規定による申請は、別記様式第５号によ

る申請書を知事に提出することによって行うもの る申請書に交付を受けた身分証明書を添え、知事

とする。 に提出することによって行うものとする。

（身分証明書の再交付の申請） （身分証明書の再交付の申請）

第８条 略 第７条 略

２ 略 ２ 略

３ 前項の申請書には、身分証明書を破り、又は汚

した場合にあっては当該身分証明書を、身分証明

書を失った場合にあってはその理由を記載した書

面を添えなければならない。
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（身分証明書の返納） （身分証明書の返納）

第９条 略 第８条 略

（配置従事者の携帯する品目表）

第９条 配置従事者は、医薬品の配置販売に従事す

るときは、配置薬の品目表を携帯するものとす

る。

２ 前項の品目表は、配置販売業者が作成したもの

であって、配置販売の許可を受けた品目であるこ

との証明をしたものでなければならない。

（合格証明書等の交付申請） （合格証明書等の交付申請）

第11条 略 第11条 略

２ 次に掲げるものは、改正法附則第７条第１項の ２ 次に掲げるものは、薬事法の一部を改正する法

規定による登録を受けるため必要があるときは、 律（平成18年法律第69号）附則第７条第１項の規

別記様式第９号による申請書を知事に提出して、 定による登録を受けるため必要があるときは、別

改正法第１条による改正前の法第28条第１項の許 記様式第９号による申請書を知事に提出して、法

可（以下「薬種商販売業の許可」という。）を受 第28条第１項の許可（以下「薬種商販売業の許

けていることを証する書類の交付を受けることが 可」という。）を受けていることを証する書類の

できる。 交付を受けることができる。

(１) 略 (１) 略

(２) 薬種商販売業の許可を受けた法人の店舗に (２) 薬種商販売業の許可を受けた法人の店舗に

係る適格者（当該店舗においてその業務を行う 係る適格者（当該店舗においてその業務を行う

役員若しくは薬事法の一部を改正する法律の施 役員若しくは政令第50条に定める者（以下この

行に伴う関係政令の整備及び経過措置に関する 号において「役員等」という。）が政令第51条

政令（平成21年政令第２号。以下「整備令」と に定める基準に該当し、又は法第28条第２項に

いう。）第１条の規定による改正前の薬事法施 規定する試験に合格することにより、当該店舗

行令（以下「旧政令」という。）第50条に定め において役員等が属する法人に薬種商販売業の

る者（以下この号において「役員等」とい 許可が与えられた場合における当該役員等をい

う。）が旧政令第51条に定める基準に該当し、 う。以下同じ。）

又は改正法第１条による改正前の法第28条第２

項に規定する試験に合格することにより、当該

店舗において役員等が属する法人に薬種商販売

業の許可が与えられた場合における当該役員等

をいう。以下同じ。）

別記様式第１号（第３条、第４条、第５条関係） 別記様式第１号（第３条、第４条関係）

管理薬局（店舗・営業所）外兼務許可申請書 管理薬局（一般販売業）外兼務許可申請書

略 略

上記により薬事法第７条（第28条・第35条）第 上記により薬事法第７条第３項ただし書（第27
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３項ただし書の規定による許可を申請します。 条）の規定による許可を申請します。

年 月 日 年 月 日

住所 住所

氏名 ㊞ 氏名 ㊞

鳥取県知事 様 鳥取県知事 様

別記様式第２号（第３条、第４条、第５条関係） 別記様式第２号（第３条、第４条関係）

鳥取県指令第 号 鳥取県指令第 号

管理薬局（店舗・営業所）外兼務許可証 管理薬局（一般販売業）外兼務許可証

氏 名 氏 名

薬局（店舗・営業所）の名称（法人にあっては 薬局（一般販売業）の名称（法人にあってはそ

その名称） の名称）

薬局（店舗・営業所）の所在地 薬局（一般販売業）の所在地

薬事法第７条（第28条・第35条）第３項ただし 薬事法第７条第３項ただし書（第27条）の規定

書の規定により、管理薬局（店舗・営業所）外兼 により、管理薬局（一般販売業）外兼務を下記の

務を下記のとおり許可する。 とおり許可する。

年 月 日 年 月 日

鳥取県知事 印 鳥取県知事 印

記 記

兼務場所 兼務場所

兼務内容 兼務内容

許可期間 許可期間

許可条件 許可条件

別記様式第３号（第３条、第４条、第５条関係） 別記様式第３号（第３条、第４条関係）

管理薬局（店舗・営業所）外兼務廃止届 管理薬局（一般販売業）外兼務廃止届

薬局（店舗・営業所）の所在地 薬局（一般販売業）の所在地

薬局（店舗・営業所）の名称 薬局（一般販売業）の名称

氏 名 氏 名

兼務許可の場所 兼務許可の場所

廃止年月日 廃止年月日

平成21年５月29日 金曜日 鳥 取 県 公 報 号外第65号
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上記により兼務することをやめたので、お届け 上記により兼務することをやめたので、お届け

します。 します。

年 月 日 年 月 日

住所 住所

氏名 ㊞ 氏名 ㊞

鳥取県知事 様 鳥取県知事 様

別記様式第４号（第６条関係） 略 別記様式第４号（第５条関係） 略

別記様式第５号（第７条関係） 略 別記様式第５号（第６条関係） 略

別記様式第６号（第８条関係） 略 別記様式第６号（第７条関係） 略

（鳥取県事務処理権限規則の一部改正）

第２条 鳥取県事務処理権限規則（平成８年鳥取県規則第32号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（別表の細目の表示を除く。以下この条において「改正部分」と

いう。）に対応する次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分（別表の細目の表示を除く。以下この条におい

て「改正後部分」という。）が存在する場合には、当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正後部分に対応

する改正部分が存在しない場合には、当該改正後部分を加える。

次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分（以下この条において「改正表」という。）に対応する次の

表の改正後の欄の表中太線で囲まれた部分（以下この条において「改正後表」という。）が存在する場合に

は、当該改正表を当該改正後表とし、改正表に対応する改正後表が存在しない場合には、当該改正表を削り、

改正後表に対応する改正表が存在しない場合には、当該改正後表を加える。

次の表の改正前の欄中別表の細目の表示に下線が引かれた別表の細目（以下この条において「移動別表細

目」という。）を当該移動別表細目に対応する次の表の改正後の欄中別表の細目の表示に下線が引かれた別表

の細目とする。

改 正 後 改 正 前

別表第２（第３条、第４条、第５条、第６条、第８条、第11条関係） 別表第２（第３条、第４条、第５条、第６条、第８条、第11条関係）

個別事項に係る事務処理権限 個別事項に係る事務処理権限

事 項 事務処理権限の区分 事 項 事務処理権限の区分
所 所

属 専 決 権 者 委任決裁権者 地方機関の 属 専 決 権 者 委任決裁権者 地方機関の
長 の 名 称 長 の 名 称

名 種 類 内 容 知事 名 種 類 内 容 知事
地方機関 地方機関 地方機関 地方機関

部長課長 部長課長 部長課長 部長課長
の長 の長 の長 の長

略 略

医 略 医 略

療 療

指四 薬事法 略 指四 薬事法 略

導 （昭和35年 導 （昭和35年

課 法律第145 ３ 同法第７条第３ ○ 課 法律第145 ３ 同法第７条第３ ○

号）に基づ 項ただし書の規定 号）に基づ 項（同法第27条に

く知事の権 による薬局の管理 く知事の権 おいて準用する場

限に属する 者の兼業の許可 限に属する 合を含む。）の規

事務（畜産 事務 定による薬局の管

課の所掌事 理者の兼業の許可

務に係るも

の を 除 略 略

く。）
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10 同法第26条第１ ○ 総合事務所長 10 同法第26条第１ ○ 総合事務所長

項の規定による店 項の規定による一

舗販売業の許可 般販売業の許可

11 同法第28条第３ ○ 11 同法第26条第３ ○ 総合事務所長

項ただし書の規定 項の規定による卸

による店舗管理者 売一般販売業の許

の店舗外の実務従 可を受けている者

事の許可 に対する医薬品の

販売又は授与の相

手方の変更の許可

12 同法第28条第１ ○ 総合事務所長

項の規定による薬

種商販売業の許可

13 同法第28条第２ ○

項の規定による薬

種商販売業の試験

の施行

12 同法第30条第１ ○ 14 同法第30条第１ ○

項の規定による配 項の規定による配

置販売業の許可 置販売業の許可

13 同法第32条の規 ○

定による配置従事

の届出の受理

14 同法第33条第１ ○ 15 同法第33条第１ ○

項の規定による配 項の規定による配

置販売業者等の身 置販売業者等の身

分証明書の交付 分証明書の交付

15 同法第34条の規 ○ 総合事務所長

定による卸売販売

業の許可

16 同法第35条第３ ○ 16 同法第35条の規 ○ 総合事務所長

項ただし書の規定 定による特例販売

による営業管理者 業の許可

の営業所外での実

務従事の許可

略 略

28 同法第72条の２ ○ 総合事務所長 28 同法第72条の２ ○ 総合事務所長

の規定による業務 の規定による薬剤

体制の整備の命令 師の増員の命令

略 略

39 同法第76条の８ ○ 総合事務所長 39 同法第76条の８ ○ 総合事務所長

の規定による指定 の規定による指定

薬物又はその疑い 薬物又はその疑い

がある物品を取扱 がある物品を取扱

う者に対しての報 う者に対しての報

告又はその店舗等 告又はその店舗等

への立入り及びそ への立入り及びそ

の関係帳簿等の検 の関係帳簿等の検

査若しくは関係者 査若しくは関係者

に対する質問の実 に対する質問の実

施 施

四の二 薬事 同法第30条第１ ○

法の一部を 項の規定による既

改正する法 存配置販売業者の

律（平成18 配置販売業の許可

年法律第69

号）による

改正前の薬

事法に基づ

く知事の権

限に属する

事務（畜産

課の所掌事

務に係るも

の を 除

く。）

略 略

六 薬事法施 略 六 薬事法施 略

行令に基づ 行令に基づ

く知事の権 く知事の権
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限に属する 限に属する

事務（畜産 事務

課の所掌事

務に係るも

の を 除

く。）

略 略

八 薬事法施 八 薬事法施１ 同令第144条の規 ○ 総合事務所長

行規則（昭 行規則（昭 定による卸売一般

和36年厚生 和36年厚生 販売業の販売先等

省令第１ 省令第１ の変更等の届出の

号）に基づ 号）に基づ 受理

く知事の権 く知事の権

限に属する１ 同令第11条の２ ○ 限に属する２ 同令第11条の２ ○

事務 の規定による薬局 事務 の規定による薬事

開設者の報告の方 法第８条の２第１

法等の決定 項の規定による知

事への報告の方法

等の決定

２ 同令第15条の４ ○ 総合事務所長 ３ 同令第159条の規

第２項の規定によ 定による配置販売

る郵便等販売の届 取扱品目等の変更

出の受理 又は追加の申請の

受理

(一) 県外の配置 ○

販売業に係るも

の

(二) (一)以外の ○ 総合事務所長

もの

３ 略 ４ 略

４ 略 ５ 略

５ 略 ６ 略

６ 略 ７ 略

７ 略 ８ 略

八の二 薬事 同令第159条の規

法施行規則 定による既存配置

等の一部を 販売業者の配置販

改正する省 売品目の変更又は

令（平成21 追加の申請の受理

年厚生労働 (一) 県外の配置 ○

省令第10 販売業に係るも

号）による の

改正前の薬 (二) (一)以外の ○ 総合事務所長

事法施行規 もの

則に基づく

知事の権限

に属する事

務

略 略

略 略

畜 略 畜 略

産 産

課十九 薬事法 略 課十九 薬事法 略

に基づく知 に基づく知

事の権限に２ 同法第26条第１ ○ 事の権限に２ 同法第26条の規 ○

属する事務 項の規定による店 属する事務 定による一般販売

（動物用の 舗販売業の許可 （動物用の 業の許可及び卸売

医薬品、医 医薬品、医 一般販売業の許可

薬部外品又 薬部外品又 を受けている者に

は医療器具 は医療器具 対する医薬品の販

に係る場合 に係る場合 売又は授与の相手

に限る。） に限る。） 方の変更の許可

３ 同法第28条第３ ○ ３ 同法第28条第１ ○

項ただし書の規定 項の規定による薬

による店舗管理者 種商販売業の許可

の店舗外の実務従

事の許可

４ 同法第30条第１ ○ ４ 同法第30条第１ ○

項の規定による配 項の規定による配

置販売業の許可 置販売業の許可
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５ 同法第32条の規 ○

定による配置従事

届出の受理

６ 同法第33条第１ ○ ５ 同法第33条第１ ○

項の規定による配 項の規定による配

置販売業者等の身 置販売業者等の身

分証明書の交付 分証明書の交付

７ 同法第34条の規 ○

定による卸売販売

業の許可

８ 同法第35条第３ ○ ６ 同法第35条の規 ○

項ただし書の規定 定による特例販売

による営業管理者 業の許可

の営業所外の実務

従事の許可

９ 略 ７ 略

10 略 ８ 略

11 略 ９ 略

12 略 10 略

13 略 11 略

14 略 12 略

15 略 13 略

16 同法第72条の２ ○ 14 同法第72条の２ ○

の規定による業務 の規定による薬局

体制の整備の命令 開設者等に対する

薬剤師の増員の命

令

17 同法第73条の規 ○ 15 同法第73条の規 ○

定による薬局等の 定による薬局又は

管理者の変更命令 医薬品の一般販売

業等に対するその

管理者等の変更の

命令

18 略 16 略

19 略 17 略

20 同法第76条の規 ○ 18 同法第76条の規 ○

定による処分等の 定による処分等の

相手方に対する弁 相手方に対する弁

明及び有利な証拠 明及び有利な証拠

の提出の機会の供 の提出の機会の供

与 与

21 同法第83条の２ ○

の２第１項の規定

による動物用医薬

品の店舗販売業の

許可

十九の二 薬 同法第30条第１ ○

事法の一部 項の規定による既

を改正する 存配置販売業者の

法律（平成 配置販売業の許可

18年法律第

69号）によ

る改正前の

薬事法に基

づく知事の

権限に関す

る事務（動

物用の医薬

品、医薬部

外品又は医

療器具に係

る場合に限

る。）

略 略

二十一 動物１ 同令第112条の規 ○ 家畜保健衛生 二十一 動物１ 同令第112条の規 ○ 家畜保健衛生

用医薬品等 定による動物用医 所 用医薬品等 定による配置販売 所
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取締規則 薬品特例店舗販売 取締規則 業又は特例販売業

（平成16年 業における販売指 （平成16年 における販売指定

農林水産省 定品目の変更又は 農林水産省 品目の変更又は追

第107号） 追加の申請 第107号） 加の申請

に基づく知 に基づく知

事の権限に 事の権限に

属する事務 略 属する事務 略

二十一の二 １ 同令第112条の規 ○ 家畜保健衛

動物用医薬 定による既存配置 生所

品等取締規 販売業の販売指定

則の一部を 品目の変更又は追

改正する省 加の申請

令（平成21

年農林水産

省第８号）

による改正

前の動物用

医薬品等取

締規則に基

づく知事の

権限に属す

る事務

略 略

略 略

附 則

この規則は、平成21年６月１日から施行する。
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鳥取県海面漁業調整規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成21年５月29日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第58号

鳥取県海面漁業調整規則の一部を改正する規則

鳥取県海面漁業調整規則（昭和40年鳥取県規則第46号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中条及び項の表示に下線が引かれた条及び項（以下「移動条項」という。）に対応する同

表の改正後の欄中条及び項の表示に下線が引かれた条及び項（以下「移動後条項」という。）が存在する場合に

は、当該移動条項を当該移動後条項とし、移動条項に対応する移動後条項が存在しない場合には、当該移動条項

（以下「削除条項」という。）を削り、移動後条項に対応する移動条項が存在しない場合には、当該移動後条項

（以下「追加条項」という。）を加える。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（条及び項の表示並びに削除条項を除く。以下「改正部分」とい

う。）に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（条及び項の表示並びに追加条項を除く。以下「改正

後部分」という。）が存在する場合には、当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正後部分に対応する改正部

分が存在しない場合には、当該改正後部分を加える。

次の表の改正後の欄の表中太線で囲まれた部分を加える。

改 正 後 改 正 前

目次 目次

第１章 略 第１章 略

第２章 漁業の許可及び起業の認可（第８条―第32 第２章 漁業の許可及び起業の認可（第８条―第32

条の２） 条）

第３章 漁業取締り及び水産資源の保護培養（第33 第３章 漁業取締り及び水産資源の保護培養（第33

条―第61条） 条―第60条）

第４章 罰則（第62条―第65条） 第４章 罰則（第61条―第64条）

附則 附則

（中海海域又は境水道における漁業の許可に係る届出

及び申請の特例）

第32条の２ 島根県知事の漁業の許可を受け、又は受

けようとする者であって、中海海域又は境水道を操

業区域に含む漁業の許可を受け、又は受けようとす

るものが行う届出及び申請に係る様式は、第３条、

第９条、第12条から第14条まで、第17条及び第18条

の規定に関わらず、知事が別に定めるところにより

行うことができる。

第３章 漁業取締り及び水産資源の保護培養 第３章 漁業取締り及び水産資源の保護培養

（許可番号の表示等） （許可番号の表示等）

第35条 小型機船底びき網漁業の許可を受けた者は、 第35条 小型機船底びき網漁業の許可を受けた者は、
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当該許可に係る船舶の外部の両側の中央部の見やす 当該許可に係る船舶の外部の両側の中央部の見やす

い場所に、別表に定めるところにより当該漁業の許 い場所に、別表に定めるところにより当該漁業の許

可に係る許可番号を表示しなければ、当該船舶を当 可に係る許可番号を表示しなければ、当該船舶を当

該漁業に使用してはならない。ただし、島根県知事 該漁業に使用してはならない。

の小型機船底びき網漁業の許可を受けた者で島根県

内に住所を有するものが、中海海域及び境水道のう

ち境水道大橋東端の線以西の海域において、島根県

知事の定めるところにより当該漁業の許可に係る許

可番号を表示して当該漁業を操業する場合は、この

限りでない。

２ 小型機船底びき網漁業の許可を受けた者は、当該 ２ 小型機船底びき網漁業の許可を受けた者は、当該

漁業の許可がその効力を失い、又は取り消された場 漁業の許可がその効力を失い、又は取り消された場

合には、速やかに前項本文の規定によりした表示を 合には、すみやかに前項の規定によりした表示を消

消さなければならない。 さなければならない。

（禁止期間） （禁止期間）

第38条 次の表の左欄に掲げる水産動植物は、それぞ 第38条 次の表の左欄に掲げる水産動植物は、それぞ

れ同表右欄に掲げる期間は、これを採捕してはなら れ同表右欄に掲げる期間は、これを採捕してはなら

ない。ただし、第１種共同漁業若しくは第３種区画 ない。ただし、第１種共同漁業若しくは第３種区画

漁業を内容とする漁業権又はこれらに係る入漁権に 漁業を内容とする漁業権又はこれらに係る入漁権に

基づいて種苗として採捕する場合は、この限りでな 基づいて種苗として採捕する場合は、この限りでな

い。 い。

水産動植物の種類 禁止期間 水産動植物の種類 禁止期間

略 略

べ に ず わ い が に ７月１日から８月31日まで べ に ず わ い が に ７月１日から８月31日まで

な ま こ ５月１日から８月31日まで

（中海海域及び境水道に限

る。）

し ら う お ６月１日から11月14日まで

（中海海域及び境水道に限

る。）

２ 略 ２ 略

第39条 中海海域及び境水道において、次の表の左欄 第39条 中海海域及び境水道において、次の表の左欄

に掲げる漁具は、それぞれ同表右欄に掲げる期間 に掲げる漁具は、それぞれ同表右欄に掲げる期間

は、これを使用してはならない。 は、これを使用してはならない。

漁具の種類 禁止期間 漁具の種類 禁止期間

略 略

網目1.8センチメートル以 ４月１日から８月31日 網目1.8センチメートル以 ４月１日から８月31日

内の網（小型定置網、す まで 内の網（小型定置網を除 まで

くい網及びあみえびの採 く。）

捕を目的とするひき網を

除く。）

略 略
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（火船の隻数制限等） （火船の隻数制限等）

第48条 次の表の左欄に掲げる漁業に使用することが 第48条 次の表の左欄に掲げる漁業に使用することが

できる火船（集魚を目的とする照明設備を備える船 できる火船（集魚を目的とする照明設備を備える船

舶をいう。）の隻数は、同表中欄に定める数の範囲 舶をいう。）の隻数は、同表中欄に定める数の範囲

内であって、１隻当たりの集魚を目的とする照明設 内であって、１隻当たりの集魚を目的とする照明設

備の総設備容量は、それぞれ同表右欄に定める容量 備の総設備容量は、それぞれ同表右欄に定める容量

の範囲内でなければならない。 の範囲内でなければならない。

漁業の種類 隻数 総設備容量 漁業の種類 隻数 総設備容量

略 略

その他の漁業（最大高潮時海岸 １隻 電球15キロ その他の漁業（最大高潮時海岸 １隻 電球15キロ

線から50,000メートル以内の海 ワット 線から50,000メートル以内の海 ワット

域における漁業（すくい網漁業 域における漁業に限る。）

を除く。）に限る。）

（漁獲成績報告書の提出）

第61条 漁業の許可を受けた者は、漁業法第66条第１

項及び第８条の規定による漁業ごとに、漁獲成績報

告書を操業期間終了後その翌月の末日までに知事に

提出しなければならない。

２ 前項の漁獲成績報告書の様式は、知事が別に定め

て公示する。

第４章 罰則 第４章 罰則

第62条 略 第61条 略

第63条 略 第62条 略

第64条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、 第63条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、

使用人その他の従事者がその法人又は人の業務又は 使用人その他の従事者がその法人又は人の業務又は

財産に関して、第62条又は前条の違反行為をしたと 財産に関して、第61条又は前条の違反行為をしたと

きは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対し きは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対し

ても各本条の罰金刑又は科料を科する。 ても各本条の罰金刑又は科料を科する。

第65条 略 第64条 略

附 則 附 則

（施行期日） （施行期日）

１ 略 １ 略

（鳥取県海面漁業調整規則等の廃止） （鳥取県海面漁業調整規則等の廃止）

２ 略 ２ 略

（適用除外）

３ 第８条及び第39条の規定は、当分の間、島根県知

事の漁業の許可を受けた者が、当該許可に係る漁業

の操業を中海海域及び境水道のうち境水道大橋東端

平成21年５月29日 金曜日 鳥 取 県 公 報 号外第65号
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の線以西の海域において行う場合には、適用しな

い。

（経過措置） （経過措置）

３ 略 ４ 略

４ 略 ５ 略

５ 略 ６ 略

６ 略 ７ 略

７ 略 ８ 略

８ 略 ９ 略

９ 略 10 略

10 略 11 略

附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成21年６月19日から施行する。

（経過措置）

２ この規則の施行の際現に島根県知事の漁業の許可（中海海域及び境水道のうち境水道大橋東端以西の海域

（以下「対象海域」という。）を操業区域に含むものに限る。）を受けている者に対するこの規則による改正

後の鳥取県海面漁業調整規則第８条の規定の適用（対象海域を操業区域に含むものに限る。）については、当

該許可の有効期間の満了までの間に限り、なお従前の例による。

３ この規則の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。
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公 安 委 員 会 規 則

鳥取県銃砲刀剣類所持等取締法第12条の３の規定による医師の指定に関する規則をここに公布する。

平成21年５月29日

鳥取県公安委員会委員長 井 手 添 正

鳥取県公安委員会規則第４号

鳥取県銃砲刀剣類所持等取締法第12条の３の規定による医師の指定に関する規則

（医師の指定）

第１条 銃砲刀剣類所持等取締法（昭和33年法律第６号。以下「法」という。）第12条の３の規定による医師の

指定（以下「医師の指定」という。）は、次の表の左欄に掲げる受診命令の対象者の区分に応じ、それぞれ同

表の右欄に掲げる医師のうちから行うものとする。

受診命令の対象 医師

法第５条第１項第２号の政令で定める病気（銃砲刀 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法

剣類所持等取締法施行令（昭和33年政令第33号）第 律第123号）第18条第１項の精神保健指定医に指定され

５条の２第３号に定める病気を除く。）にかかって ている医師

いるおそれのある者並びに法第５条第１項第３号及

び第４号に該当するおそれのある者

銃砲刀剣類所持等取締法施行令第５条の２第３号に 左欄の病気の診断について特に専門的な知識及び技能を

定める病気にかかっているおそれのある者 有すると認められる医師

介護保険法（平成９年法律第123号）第８条第16項 左欄の認知症の診断について特に専門的な知識及び技能

に規定する認知症であるおそれのある者 を有すると認められる医師

２ 医師の指定の期間は３年以内とする。ただし、再指定による期間の更新を妨げない。

（医師の指定等の告示）

第２条 公安委員会は、医師の指定をし、又は取り消したときは、その旨を告示するものとする。

附 則

この規則は、平成21年６月１日から施行する。
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